（参考様式３）

※下記は例示ですので、内容については適宜修正等してください。また、事業者において独自に事業計画書を作成している場合は、その写しを本様式に代えることができます。
	事業計画書
	サービスの種類
	

	
	事業所または施設名
	

	項　　　目
	内　　　容

	１　事業の内容
　・基本方針

　・従業者の研修等

※ただし、今回指定を受けようとする事業について計画書に

明記されていること。
	

	２　事業実施の予定
	　　　　年　　月　　日より開始予定

	３　職員体制
	（１）管理者　　　　　　　　　人

（２）生活相談員　　　　　　　人（常勤　　　人・非常勤　　　人）
（３）看護職員　　　　　　　　人（常勤　　　人・非常勤　　　人）
（４）介護職員（従事者）　　　人（常勤　　　人・非常勤　　　人）
（５）機能訓練指導員　　　　　人（常勤　　　人・非常勤　　　人）
（６）その他　　　　　　　　　人

	４　利用者の推定数

および通常の事業実施内外比率
	（１）利用者の推定数
通常の実施地域および近隣地域からの利用　　　人

（要介護者　　　人・要支援者　　　人）

（２）通常の事業の実施地域内外利用者比率（見込み）

（Ａ市）　８０％

（Ｂ市）　１０％

（Ｃ市）　１０％


合計が１００％になるように








